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(57)【要約】
【課題】　あらゆる場所において定期的に健康に関する
各数値の測定ができ、ユーザ個人又は複数ユーザで構成
される団体や組織において信頼性の高い健康管理が可能
な健康情報管理システムを提供する。
【解決手段】　健康管理システムは、ユーザの生体情報
を検出する生体情報検出装置１０と、生体情報検出装置
１０により検出された生体情報を収集し、該収集した生
体情報に基づいて、ユーザの健康状態を評価した健康情
報を生成し管理する管理サーバ２０と、ユーザにより操
作され、ユーザＩＤを格納し通信可能な機器であるユー
ザ端末３０と、社員食堂等の食事を提供する場所に設置
され、食事情報を取得し、その取得した食事情報を上記
管理サーバ２０へ送信する食事情報入力装置４０と、病
院、製薬会社、学校、職場、行政機関等の関連機関に属
する者により操作される関連機関端末５０とを有して構
成される。
【選択図】　　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ユーザの識別情報が格納され通信が可能なユーザ端末と、
　複数のトイレそれぞれに設置され前記ユーザの生体情報を検出する生体情報検出装置と
、
　ユーザの健康状態を示す健康情報を管理する管理サーバとを有し、
　前記管理サーバは、ユーザの前記生体情報を前記複数の生体情報検出装置から受信する
と、該受信した生体情報に基づいて前記健康情報を作成し、該作成したユーザの健康情報
に基づいて、該ユーザの健康状態の変化を検知することを特徴とする健康情報管理システ
ム。
【請求項２】
　ユーザの識別情報が格納され通信が可能なユーザ端末と、
　トイレに設置され前記ユーザの生体情報を検出する生体情報検出装置と、
　ユーザの健康状態を示す健康情報を管理する管理サーバとを有し、
　前記管理サーバは、複数ユーザの前記生体情報を前記生体情報検出装置から受信すると
、該受信した生体情報に基づいて前記健康情報を作成し、該作成した複数ユーザの健康情
報に基づいて、集団単位の健康状態の変化を検知することを特徴とする健康情報管理シス
テム。
【請求項３】
　前記管理サーバは、前記健康情報に示される複数ユーザの健康状態が、予め定められた
基準よりも悪い状態になったと判断した場合、集団的な疾病の発生又は健康状態の悪化を
検知又は予測し、該集団的な疾病の発生又は健康状態の悪化についての警告を予め定めら
れた宛先に送信することを特徴とする請求項２記載の健康情報管理システム。
【請求項４】
　前記管理サーバは、前記健康情報に示される複数ユーザの健康状態の悪化を示す評価の
数、増加数又は割合が、所定値以上になったと判断した場合、集団的な疾病の発生又は健
康状態の悪化を検知又は予測し、該集団的な疾病の発生又は健康状態の悪化についての警
告を予め定められた宛先に送信することを特徴とする請求項２又は３記載の健康情報管理
システム。
【請求項５】
　前記生体情報検出装置は、前記ユーザの生体情報を検出すると、該ユーザの識別情報を
前記ユーザ端末から受信し、前記生体情報及び前記識別情報を前記管理サーバへ送信し、
　前記管理サーバは、前記生体情報及び前記識別情報を前記生体情報検出装置から受信す
ると、前記受信した生体情報に前記ユーザの識別情報を対応付け、該ユーザの識別情報が
対応付けられた生体情報に基づいて該ユーザの健康状態を判断し、該判断結果を含む前記
健康情報を作成することを特徴とする請求項１から４のいずれか１項に記載の健康情報管
理システム。
【請求項６】
　前記生体情報は、前記ユーザの尿又は便の成分あるいは匂い、色、脈波、ならびに体温
のうち少なくとも１つを含むことを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載の健
康情報管理システム。
【請求項７】
　ユーザの食事の内容を示す食事情報を入力する食事情報入力装置をさらに有し、
　前記食事情報取得装置は、前記食事情報及び前記ユーザの識別情報が入力されると、該
入力された食事情報及びユーザの識別情報を前記管理サーバへ送信し、
　前記管理サーバは、前記食事情報及び前記識別情報を前記食事情報入力装置から受信す
ると、前記受信した食事情報に前記ユーザの識別情報を対応付け、該ユーザの識別情報が
対応付けられた食事情報に基づいて該ユーザの健康状態を判断し、該判断結果を含む前記
健康情報を作成することを特徴とする請求項１から６のいずれか１項に記載の健康情報管
理システム。
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【請求項８】
　ユーザの健康状態に関連する機関又は組織が管理する関連機関端末をさらに有し、
　前記管理サーバは、前記健康情報の送信を許可した宛先のデータベースを管理し、該デ
ータベースに基づいて、前記健康情報の送信を許可した宛先の関連機関端末へ該健康情報
を送信し、
　前記関連機関端末は、前記健康情報を前記管理サーバから受信すると、該健康情報に基
づいた健康の維持又は改善を促す旨の通知情報を、該健康情報に該当するユーザの前記ユ
ーザ端末へ送信することを特徴とする請求項１から７のいずれか１項に記載の健康情報管
理システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、健康情報管理システムに関し、特に、日常生活のあらゆる場所において個人
の健康に関する情報を継続的に集積して健康管理サービスを提供する健康情報管理システ
ムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、体調を崩した場合、その者が薬局等で薬を購入したり、病院に行ったりするこ
とで、その体調が悪いことが本人以外に対して顕在化する。
　さらに、糖尿病等の生活習慣病等は、本人でさえもこれといった自覚症状のないことが
多く、病院での診察を受けたり、１年に１回の健康診断を受けたりしてはじめて発見され
ることが多い。
　このように、従来は、体調を崩した際、その事実を本人又は本人以外が知るためには、
薬の購入、通院又は健康診断といった日常生活の中でのハードルを越える必要があり、本
人が多忙であったりして通院の機会等が遅れた場合には、そのまま体調が悪化してしまう
ことがあった。
【０００３】
　上記のような体調の変化を迅速に把握し、悪化を防ぐための従来技術の１つとして、脈
拍を計測するウェアラブルデバイスがある。このウェアラブルデバイスは、例えば腕時計
型や衣服と一体に構成されるタイプのものであり、体調管理対象の人物は自身の腕に装着
することにより、自身の脈拍を計測し、その推移を継続的に確認することができる。
【０００４】
　しかしながら、上記腕時計型のウェアラブルデバイスは、原則、体調の変化を計測でき
るのは脈拍だけであり、それだけでは、健康状態を的確に把握するには十分ではないとい
う問題がある。
　このような体調の変化を示す情報不足により、健康状態を的確に把握できないという問
題を解決する従来技術の１つとして、特許文献１が開示するところの健康管理システムが
提案されている。
【０００５】
　特許文献１の健康管理システムは、トイレ１内の便器２に尿蛋白検出用、糖成分検出用
のバイオセンサ４を各別に設け、便器２内に放尿した尿成分から尿蛋白、糖成分を検知し
、また、サーミスタよりなる体温測定器５により体温検知を行い、さらに、便器２に着座
した人の上腕部に装着したカフに送られた圧縮空気により上腕部を狭窄し、次いで、空気
を抜きながら最高血圧と、最低血圧との検出時の発生音を電子的に検出する血圧測定器６
により最高血圧、最低血圧を検知し、また、手首の動脈部分に血液の送出により生じる圧
力変化を検知する感圧型の脈拍測定器７を装着し、単位時間幅内に発生する圧力変化数を
脈拍数として検出する。
　そして、トイレ１にて測定した測定値が、診断装置９により異常有りを判定されると、
ＣＲＴ、もしくは、液晶型の表示パネルに３に警告表示させるとともに、救急医療センタ
ー１１、健康管理センター１０に通報する。さらに、健康管理センター１０を介して給食
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センター１３に送り、ここで、測定結果に基づいて食事メニューを作成したり、また、食
材配送センター１２に送って測定結果に対応した調理済みの食事を各家庭に配送し、各家
庭では、家庭用調理器１４で加熱処理等を行う。
　このように、特許文献１の健康管理システムは、本人の体調に異常がある場合には医療
機関等に送信して緊急処置をとることができる。また、診断結果を給食を行う機関等に転
送し、測定結果に基づいて食事メニューを指示したり、食材を提供することができる。従
って、成人病患者の食事療法を支援したり、健康な人のカロリー・コントロールや、ダイ
エットを支援することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平６－２３７９０２
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特許文献１の健康管理システムは、原則的に自宅等に設置され、そこで
血圧等の体調を表す各数値を測定するものであるので、ユーザが日中働いているとき、外
出中又は旅行中等、自宅等から離れた場所で過ごす時間においては、当該体調を表す各数
値の測定を行うことができず、ユーザ個人の包括的な健康管理を十分に行うことが期待で
きず、また、これを利用した家族、学校、企業、地域又は社会全体といった単位での健康
管理の取組みも困難であるという問題がある。
【０００８】
　本発明は、上記問題点に鑑みてなされたものであり、あらゆる場所において定期的に健
康に関する各数値の測定ができ、ユーザ個人又は複数ユーザで構成される団体や組織にお
いて信頼性の高い健康管理が可能な健康情報管理システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　かかる目的を達成するため、本発明における健康情報管理システムは、ユーザの識別情
報が格納され通信が可能なユーザ端末と、複数のトイレそれぞれに設置され前記ユーザの
生体情報を検出する生体情報検出装置と、ユーザの健康状態を示す健康情報を管理する管
理サーバとを有し、前記管理サーバは、ユーザの前記生体情報を前記複数の生体情報検出
装置から受信すると、該受信した生体情報に基づいて前記健康情報を作成し、該作成した
ユーザの健康情報に基づいて、該ユーザの健康状態の変化を検知することを特徴とする。
【００１０】
　かかる目的を達成するため、本発明における健康情報管理システムは、ユーザの識別情
報が格納され通信が可能なユーザ端末と、トイレに設置されユーザの生体情報を検出する
生体情報検出装置と、ユーザの健康状態を示す健康情報を管理する管理サーバとを有し、
管理サーバは、複数ユーザの生体情報を生体情報検出装置から受信すると、受信した生体
情報に基づいて健康情報を作成し、作成した複数ユーザの健康情報に基づいて、集団単位
の健康状態の変化を検知することを特徴とする。
【００１１】
　また、本発明における健康情報管理システムによれば、管理サーバは、健康情報に示さ
れる複数ユーザの健康状態が、予め定められた基準よりも悪い状態になったと判断した場
合、集団的な疾病の発生又は健康状態の悪化を検知又は予測し、集団的な疾病の発生又は
健康状態の悪化についての警告を予め定められた宛先に送信することを特徴とする。
【００１２】
　また、本発明における健康情報管理システムによれば、管理サーバは、健康情報に示さ
れる複数ユーザの健康状態の悪化を示す評価の数、増加数又は割合が、所定値以上になっ
たと判断した場合、集団的な疾病の発生又は健康状態の悪化を検知又は予測し、集団的な
疾病の発生又は健康状態の悪化についての警告を予め定められた宛先に送信することを特
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徴とする。
【００１３】
　また、本発明における健康情報管理システムによれば、生体情報検出装置は、ユーザの
生体情報を検出すると、ユーザの識別情報をユーザ端末から受信し、生体情報及び識別情
報を管理サーバへ送信し、管理サーバは、生体情報及び識別情報を生体情報検出装置から
受信すると、受信した生体情報にユーザの識別情報を対応付け、ユーザの識別情報が対応
付けられた生体情報に基づいてユーザの健康状態を判断し、判断結果を含む健康情報を作
成することを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明における健康情報管理システムによれば、生体情報は、ユーザの尿又は便
の成分あるいは匂い、色、脈波、ならびに体温のうち少なくとも１つを含むことを特徴と
する。
【００１５】
　また、本発明における健康情報管理システムによれば、ユーザの食事の内容を示す食事
情報を入力する食事情報入力装置をさらに有し、食事情報取得装置は、食事情報及びユー
ザの識別情報が入力されると、入力された食事情報及びユーザの識別情報を管理サーバへ
送信し、管理サーバは、食事情報及び識別情報を食事情報入力装置から受信すると、受信
した食事情報にユーザの識別情報を対応付け、ユーザの識別情報が対応付けられた食事情
報に基づいてユーザの健康状態を判断し、判断結果を含む健康情報を作成することを特徴
とする。
【００１６】
　また、本発明における健康情報管理システムによれば、ユーザの健康状態に関連する機
関又は組織が管理する関連機関端末をさらに有し、管理サーバは、健康情報の送信を許可
した宛先のデータベースを管理し、データベースに基づいて、健康情報の送信を許可した
宛先の関連機関端末へ健康情報を送信し、関連機関端末は、健康情報を管理サーバから受
信すると、健康情報に基づいた健康の維持又は改善を促す旨の通知情報を、健康情報に該
当するユーザのユーザ端末へ送信することを特徴とする。
【００１７】
　なお、以上の構成要素の任意の組合せや、本発明の構成要素や表現を方法、装置、シス
テム、コンピュータプログラム、コンピュータプログラムを格納した記録媒体などの間で
相互に置換したものもまた、本発明の態様として有効である。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明における健康情報管理システムは、ユーザの識別情報が格納され通信が可能なユ
ーザ端末と、複数のトイレそれぞれに設置されユーザの生体情報を検出する生体情報検出
装置と、ユーザの健康状態を示す健康情報を管理する管理サーバとを有し、管理サーバは
、ユーザの生体情報を複数の生体情報検出装置から受信すると、受信した生体情報に基づ
いて健康情報を作成し、作成したユーザの健康情報に基づいて、ユーザの健康状態の変化
を検知するので、あらゆる場所において定期的に健康に関する各数値の測定ができ、信頼
性の高い健康管理を行うことが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の実施の形態における健康管理システムの構成を示す図である。
【図２】本発明の実施の形態における生体情報検出装置の構成を示す図である。
【図３】本発明の実施の形態における管理サーバの構成を示す図である。
【図４】本発明の実施の形態における管理サーバの情報格納部に格納されるデータベース
の一例を示す図である。
【図５】本発明の実施の形態におけるユーザＤＢのデータ構成の一例を示す図である。
【図６】本発明の実施の形態における装置ＤＢのデータ構成の一例を示す図である。
【図７】本発明の実施の形態における生体情報ＤＢのデータ構成の一例を示す図である。
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【図８】本発明の実施の形態における食事情報ＤＢのデータ構成の一例を示す図である。
【図９】本発明の実施の形態における健康情報ＤＢのデータ構成の一例を示す図である。
【図１０】本発明の実施の形態における生体情報評価基準ＤＢのデータ構成の一例を示す
図である。
【図１１】本発明の実施の形態における食事メニューＤＢのデータ構成の一例を示す図で
ある。
【図１２】本発明の実施の形態における食事情報評価基準ＤＢのデータ構成の一例を示す
図である。
【図１３】本発明の実施の形態における集団疾病基準ＤＢのデータ構成の一例を示す図で
ある。
【図１４】本発明の実施の形態におけるユーザ端末の構成を示す図である。
【図１５】本発明の実施の形態における食事情報入力装置の構成を示す図である。
【図１６】本発明の実施の形態における関連機関端末の構成を示す図である。
【図１７】本発明の実施の形態における健康情報管理システムによる全体動作の流れを示
すシーケンスチャートである。
【図１８】本発明の実施の形態における健康情報管理システムによる生体情報の収集及び
その収集した生体情報に基づく健康情報の生成動作の流れを示すシーケンスチャートであ
る。
【図１９】本発明の実施の形態における健康情報管理システムによる食事情報の収集及び
その収集した食事情報に基づく健康情報の生成動作の流れを示すシーケンスチャートであ
る。
【図２０】本発明の実施の形態における健康情報管理システムによる健康情報の提供動作
の流れを示すシーケンスチャートである。
【図２１】本発明の実施の形態における健康情報管理システムによる疾病の集団発生等の
予測又は検知動作の流れを示すシーケンスチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
＜構成＞
（１）健康管理システムの全体構成
　図１は、本発明の実施の形態における健康管理システムの構成を示す図である。
　図に示すように、健康管理システムは、
ユーザの生体情報を検出する生体情報検出装置１０と、生体情報検出装置１０により検出
された生体情報を収集し、該収集した生体情報に基づいて、ユーザの健康状態を評価した
健康情報を生成し管理する管理サーバ２０と、ユーザにより操作され、ユーザの識別情報
（ユーザＩＤ）を格納し通信可能な機器であるユーザ端末３０と、社員食堂等の食事を提
供する場所に設置され、ユーザの取った食事の情報（食事情報）を取得し、その取得した
食事情報を上記管理サーバ２０へ送信する食事情報入力装置４０と、病院、製薬会社、学
校、職場、行政機関（市区町村，都道府県，厚生労働省等）等のユーザの健康や生活に関
連する機関や組織等（以下、「関連機関」という）に属する者により操作される関連機関
端末５０とを有して構成される。
【００２１】
（２）生体情報検出装置１０の構成
　生体情報検出装置１０は、複数のトイレにそれぞれ設置される情報処理装置であって、
ユーザの生体情報を検出し、検出した生体情報を管理サーバ２０へ送信する。
　ここで、生体情報とは、トイレで排泄されるユーザの尿又は便の成分あるいは匂い、脈
波、心電図形波ならびに体温等である。
　図２は、本発明の実施の形態における生体情報検出装置１０の構成を示す図である。
　図に示すように、生体情報検出装置１０は、
ＣＰＵ等により構成され、生体情報検出装置全体を制御する制御部１１と、メモリ等から
構成され、各種情報を格納する情報格納部１２と、インターネットやＬＡＮ等に接続した
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り、赤外線通信又はＢｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）等の近距離通信を行ったりして情報
の送受信を行う通信部１３と、ディスプレイ等から構成され情報の表示を行う表示部１４
と、入力キーやその他情報入力手段等から構成される操作部１５と、尿分析器や体温計等
により構成され、生体情報を検出する生体情報検出部１６とを有して構成される。
【００２２】
　生体情報検出部１６は、例えば、便器内、便座、便器近くに設置される。
　例えば、生体情報検出部１６が便器内に設置された場合には、ユーザの尿や便を直接採
取し、その採取した尿や便の成分（血・タンパク・糖等が含まれるか否か、尿酸値、ｐＨ
値、匂いの成分を数値化したもの、重量、所定の菌又はウイルスの検出等）を解析する。
その解析方法については、従来の解析方法によってもよい。
　また、便の解析方法としては、便の色を判別するようにしてもよい。例えば、黄褐色で
あれば健康、黒褐色であれば肉食傾向にある、黄色であれば下痢、白っぽければ胆汁の排
出不足、黒（タール便）であれば胃や小腸からの出血あり、赤であれば肛門や直腸からの
出血あり、というように判別できる。
　また、生体情報検出部１６が便座に設置された場合には、その便座に体温計が設置され
、ユーザが便座に腰かけたとき、臀部の体温が計測される。
　また、生体情報検出部１６は、体温計や脈波計の機能を備え、便器近くに設置されてい
てもよい。この場合、ユーザは、排尿又は排便の際に、あるいはその前後に、便器近くに
設置された生体情報検出部１６に肌を接触させる等して体温や脈波の計測を行う。
【００２３】
　上記のように生体情報検出部１６により計測された各値は、生体情報として情報格納部
１２に一旦格納された後、通信部１２により管理サーバ２０へ送信される。
【００２４】
　なお、生体情報検出部１６により検出される生体情報の種類は、管理サーバ２０により
遠隔操作で変更可能に構成されているとしてもよい。
　例えば、管理サーバ２０は、所定の領域において「下痢」の検出が多いときには、当該
所定の領域に設置されている生体情報検出装置１０の生体情報検出部１６に対して、大腸
菌やノロウイルス等の菌やウイルスの検出機能を作動させるよう制御情報を管理サーバ２
０へ送信する。
【００２５】
（３）管理サーバ２０の構成
　管理サーバ２０は、ユーザの健康状態を示す健康情報を取り扱う健康情報管理事業者に
より管理されるサーバ装置であり、生体情報検出装置１０から生体情報を、食事情報入力
装置４０からユーザが取った食事の内容を示す食事情報をそれぞれ受信して格納するとと
もに、これら生体情報及び食事情報に基づいて、ユーザの健康状態を示す健康情報を生成
し格納する。
　管理サーバ２０は、ユーザ端末３０又は関連機関端末５０からの要求に応じて、健康情
報を提供する。
【００２６】
　図３は、本発明の実施の形態における管理サーバ２０の構成を示す図である。
　図に示すように、管理サーバ２０は、ＣＰＵ等により構成され、生体情報検出装置全体
を制御する制御部２１と、メモリ等から構成され、各種情報を格納する情報格納部２２と
、インターネットやＬＡＮ等に接続して情報の送受信を行う通信部２３とを有して構成さ
れる。
【００２７】
　図４は、本発明の実施の形態における管理サーバ２０の情報格納部２２に格納されるデ
ータベースの一例を示す図である。
　図に示すように、管理サーバ２０の情報格納部２２は、ユーザの個人情報等を管理する
ユーザＤＢ２２１と、生体情報検出装置１０及び食事情報入力装置４０の設置場所の情報
等を管理する装置ＤＢ２２２と、生体情報検出装置１０により検出された生体情報を管理
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する生体情報ＤＢ２２３と、食事情報入力装置４０により入力された食事情報を管理する
食事情報ＤＢ２２４と、生体情報及び食事情報に基づいて作成したユーザの健康状態を示
す健康情報を管理する健康情報ＤＢ２２５と、生体情報を評価して健康情報を作成すると
きの評価基準を管理する生体情報評価基準ＤＢ２２６と、飲食店などで提供される食事メ
ニューの栄養情報を管理する食事メニューＤＢ２２７と、食事情報を評価して健康情報を
作成するときの評価基準を管理する食事情報評価基準ＤＢ２２８と、複数のユーザによる
健康状態の分布に基づいて集団疾病の発生の予測又は検知を行う際の基準を管理する集団
疾病基準ＤＢ２２９とを有して構成される。
【００２８】
　図５は、本発明の実施の形態におけるユーザＤＢ２２１のデータ構成の一例を示す図で
ある。
　図に示す例では、ユーザＤＢ２２１では、氏名、住所、電話番号及びメールアドレス等
のユーザの個人情報と、健康情報における各項目の健康評価の内容と、当該ユーザがサー
ビスを利用する他機関のＩＤ及びその種類と、当該ユーザが健康情報の提供を許可してい
る関連機関を示す情報とが、ユーザを識別するユーザＩＤにそれぞれ対応付けられて管理
されている。
　上記評価される健康情報における各項目は、例えば、尿／便中の各成分、色又は匂いの
他、体温や脈波等であり、その各項目に対する評価のレベルとして、図では一例として、
Ａ～Ｄの４段階で表されている。
　また、図中では省略されているが、ユーザＤＢ２２１では、食事情報に対する評価も健
康情報として同様に管理する。
【００２９】
　図６は、本発明の実施の形態における装置ＤＢ２２２のデータ構成の一例を示す図であ
る。
　図に示す例では、装置ＤＢ２２２では、生体情報検出装置１０又は食事情報入力装置４
０（以下、これらを単に「装置」という）の設置位置の位置情報と、当該装置の検出又は
入力可能な対象又は項目（尿，便，体温，尿中の糖，食事等）とが、各装置を識別する装
置ＩＤにそれぞれ対応付けられて管理されている。
　上記設置される位置情報としては、住所、緯度経度等の座標情報、設置されている組織
（企業，行政機関等）、設置されている建物、その建物の中の詳細な設置場所等がある。
【００３０】
　図７は、本発明の実施の形態における生体情報ＤＢ２２３のデータ構成の一例を示す図
である。
　生体情報が生体情報検出装置１０により検出されるごとに、当該生体情報に対して固有
の１つの番号（生体情報番号）が付与される。
　生体情報ＤＢ２２３は、上記生体情報番号が付与された生体情報の内容を管理するもの
であり、図に示す例では、当該生体情報のユーザのＩＤと、検出した生体情報検出装置１
０の装置ＩＤと、検出した時期と、検出した生体情報の種類（尿，便，脈波，体温等）と
、その生体情報の内容（尿・便の成分、色、匂い、その他各数値等）とが、当該生体情報
番号に対応付けられて管理されている。
【００３１】
　図８は、本発明の実施の形態における食事情報ＤＢ２２４のデータ構成の一例を示す図
である。
　食事情報が食事情報入力装置４０により入力されるごとに、当該食事情報に対して固有
の１つの番号（食事情報番号）が付与される。
　食事情報ＤＢ２２４は、上記食事情報番号が付与された食事情報の内容を管理するもの
であり、図に示す例では、当該食事情報の食事をとったユーザのＩＤと、入力した食事情
報入力装置４０の装置ＩＤと、入力した時期と、食事の内容（メニュー，栄養情報，後述
する食事メニューＩＤ等）とが、当該食事情報番号に対応付けられて管理されている。
【００３２】
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　図９は、本発明の実施の形態における健康情報ＤＢ２２５のデータ構成の一例を示す図
である。
　健康情報ＤＢ２２５は、生体情報又は食事情報に基づいて評価されたユーザの健康状態
を示す健康情報を、その評価した生体情報の生体情報番号又は食事情報の食事情報番号ご
とに管理するものである。
　図に示す例では、健康情報ＤＢ２２５は、生体情報番号又は食事情報番号ごとに、その
評価がされたユーザのＩＤと、生体情報を検出した生体情報検出装置１０の装置ＩＤ又は
食事情報を入力した食事情報入力装置４０の装置ＩＤと、それら生体情報又は食事情報が
検出又は入力された時期と、その生体情報又は食事情報の種類（尿，便，脈波，体温，食
事等）と、その内容（成分，食事内容等）と、生体情報又は食事情報に基づいてされた健
康情報における評価（Ａ～Ｄ）とが管理されている。
【００３３】
　図１０は、本発明の実施の形態における生体情報評価基準ＤＢ２２６のデータ構成の一
例を示す図である。
　生体情報評価基準ＤＢ２２６は、生体情報において、各評価項目ごとに評価（Ａ～Ｄ）
する際の基準値を管理するデータベースである。
　図に示す例では、一例として、尿中に含まれる糖成分がゼロの場合に評価「Ａ（最良の
評価）」となり、数値が増えるごとに、Ｂ→Ｃ→Ｄ（最低の評価）としている。
【００３４】
　図１１は、本発明の実施の形態における食事メニューＤＢ２２７のデータ構成の一例を
示す図である。
　食事メニューＤＢ２２７は、食事情報入力装置４０が設置されている飲食店等で提供さ
れる食事メニューに対して固有の食事メニューＩＤを割り当て、各食事メニューの内容（
カロリー，栄養成分等）を管理するデータベースである。
　図に示す例では、食事メニューＤＢ２２７は、一例として、各食事メニューのカロリー
、タンパク質、脂質、炭水化物、ナトリウムの量を管理している。
【００３５】
　図１２は、本発明の実施の形態における食事情報評価基準ＤＢ２２８のデータ構成の一
例を示す図である。
　食事情報評価基準ＤＢ２２８は、食事情報において、各評価項目（カロリー，各栄養素
の量等）ごとに評価（Ａ～Ｄ）する際の基準値を管理するデータベースである。
　図に示す例では、一例として、生体情報「尿中の糖」に対する評価が「Ａ」のユーザに
ついて、カロリーの値が「ＸＸＸ～ＸＸＸ」である場合は評価「Ａ」、・・・というよう
に、生体情報に対する評価（Ａ～Ｄ）に応じて、食事情報を評価する際の基準値を設定し
ている。
　つまり、カロリーや脂質等多めに摂取すると健康被害が生じるものについて、生体情報
の評価が高いユーザ、低いユーザが同量摂取した場合、生体情報の評価の低いユーザのほ
うが実際に健康被害を引き起こす可能性高いことから、食事情報について低めに評価する
ようにし、健康維持又は改善をより一層促すようにしている。
【００３６】
　図１３は、本発明の実施の形態における集団疾病基準ＤＢ２２９のデータ構成の一例を
示す図である。
　集団疾病基準ＤＢ２２９は、複数のユーザの健康情報の内容に基づいて、集団疾病の発
生を検知したり、その発生を予測したりするときの基準を管理するデータベースである。
　図に示す例では、「市区町村」のいずれかの地域において、「１時間」以内に検出され
た複数の「便」の生体情報について、「下痢」について「Ｄ」評価であった件が全体の「
６０％以上」であった場合、「集団食中毒」等の集団疾病が発生したと管理サーバ２０が
判断し、「厚生労働省」及び該当する「市区町村」の関連機関端末５０等にメール等で「
警告」を行う。
　また、図に示すように、集団疾病基準ＤＢ２２９では、所定時間において低ランクの評
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価が所定以上の割合で増加している場合にも集団疾病の発生を検知できるよう基準が管理
されている。
【００３７】
（４）ユーザ端末３０の構成
　ユーザ端末３０は、自身の健康状態の管理を希望するユーザにより操作される携帯可能
な情報処理装置であり、例えば、スマートフォン、携帯電話機、タブレット端末、ＰＤＡ
又はノートＰＣ等である。
　ユーザは、ユーザ端末３０を用いて、トイレに設置された生体情報検出装置１０との間
で近距離通信等を行い、生体情報検出装置１０に対してユーザＩＤを送信する。
　生体情報検出装置１０は、ユーザの生体情報を検出すると、上記ユーザ端末３０から受
信したユーザＩＤを対応付けて管理サーバ２０へ送信して登録する。
【００３８】
　図１４は、本発明の実施の形態におけるユーザ端末３０の構成を示す図である。
　図に示すように、ユーザ端末３０は、ＣＰＵ等により構成され、生体情報検出装置全体
を制御する制御部３１と、メモリ等から構成され、各種情報を格納する情報格納部３２と
、インターネットやＬＡＮ等に接続したり、赤外線通信又はＢｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商
標）等の近距離通信を行ったりして情報の送受信を行う通信部３３と、ディスプレイ等か
ら構成され情報の表示を行う表示部３４と、入力キーやその他情報入力手段等から構成さ
れる操作部３５と、ＧＰＳ機能や基地局との通信からユーザ端末３０の現在位置を測定す
る位置測定部３６とを有して構成される。
【００３９】
　ユーザ端末３０は、位置測定部３６により測定されたユーザ端末３０の現在位置の情報
を管理サーバ２０からの要求により、又は所定時間ごとに管理サーバ２０へ送信する。
　管理サーバ２０は、その現在位置の情報をユーザ端末３０から受信すると、ユーザＤＢ
２２１において管理する。
【００４０】
（５）食事情報入力装置４０
　食事情報入力装置４０は、ユーザの食事情報を入力するための情報処理装置であり、例
えば、ユーザの属する組織等の食堂（学食，社食）やその他の飲食店等のレジ付近等に設
置される。
　例えば、食事情報入力装置４０は、ＰＯＳ（Ｐｏｉｎｔ　ｏｆ　Ｓａｌｅｓ）システム
と連動するよう構成される。この場合、ユーザが飲食店で会計する際に、食事情報入力装
置４０は、ユーザが当該飲食店でとった食事の内容を示す食事情報を入力して、会計処理
を行うとともに、ユーザ端末３０から近距離通信等により受信したユーザＩＤをその食事
情報に対応付けて管理サーバ２０へ送信して登録する。
【００４１】
　図１５は、本発明の実施の形態における食事情報入力装置４０の構成を示す図である。
　図に示すように、食事情報入力装置４０は、ＣＰＵ等により構成され、生体情報検出装
置全体を制御する制御部４１と、メモリ等から構成され、各種情報を格納する情報格納部
４２と、インターネットやＬＡＮ等に接続したり、赤外線通信又はＢｌｕｅｔｏｏｔｈ（
登録商標）等の近距離通信を行ったりして情報の送受信を行う通信部４３と、ディスプレ
イ等から構成され情報の表示を行う表示部４４と、入力キーやその他情報入力手段等から
構成される操作部４５とを有して構成される。
【００４２】
（６）関連機関端末５０の構成
　関連機関端末５０は、ユーザの健康や生活に関連する関連機関に属する者により操作さ
れる情報処理装置であり、例えば、ＰＣ、スマートフォン、携帯電話機、タブレット端末
又はＰＤＡ等である。
　上記関連機関としては、例えば、病院又は製薬会社等のユーザの健康に関連する組織／
機関や、学校、職場、行政機関（市区町村，都道府県，厚生労働省等）等のユーザの生活
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に関連する（ユーザの属する）組織／機関である。
【００４３】
　図１６は、本発明の実施の形態における関連機関端末５０の構成を示す図である。
　図に示すように、関連機関端末５０は、ＣＰＵ等により構成され、生体情報検出装置全
体を制御する制御部５１と、メモリ等から構成され、各種情報を格納する情報格納部５２
と、インターネットやＬＡＮ等に接続したり、赤外線通信又はＢｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録
商標）等の近距離通信を行ったりして情報の送受信を行う通信部５３と、ディスプレイ等
から構成され情報の表示を行う表示部５４と、入力キーやその他情報入力手段等から構成
される操作部５５とを有して構成される。
【００４４】
＜動作＞
（１）全体動作
　図１７は、本発明の実施の形態における健康情報管理システムによるユーザ個人の健康
情報の提供動作の流れを示すシーケンスチャートである。
　まず、健康情報管理システムは、生体情報検出装置１０がトイレにおいてユーザの生体
情報を検出し、管理サーバ２０へ送信することにより、生体情報の収集を行う（ステップ
Ｓ１）。
　次に、管理サーバ２０は、生体情報検出装置１０から受信した生体情報に基づいて、ユ
ーザの健康状態を評価して、その評価結果として健康情報を生成し、格納する（ステップ
Ｓ２）。
【００４５】
　また、上記ステップＳ１と同時に、又は前後して、健康情報管理システムは、食事情報
入力装置４０が飲食店等においてユーザの食事情報を入力し、管理サーバ２０へ送信する
ことにより、食事情報の収集を行う（ステップＳ３）。
　次に、管理サーバ２０は、食事情報入力装置４０から受信した食事情報に基づいて、ユ
ーザの健康状態を評価して、その評価結果として健康情報を生成し、格納する（ステップ
Ｓ４）。
【００４６】
　そして、健康情報管理システムは、管理サーバ２０がユーザ端末３０又は関連機関端末
５０からの取得要求に応じて、ユーザの健康状態を示す健康情報をユーザ端末３０又は関
連機関端末５０へ送信して提供する（ステップＳ５）。
【００４７】
　このように、健康情報管理システムでは、管理サーバ２０が生体情報検出装置１０又は
食事情報入力装置４０から受信した情報に基づいて、ユーザの健康状態を示す健康情報を
生成し、要求に応じて提供するものであるので、ユーザは、自身の健康状態を容易に知る
ことができ、食生活の改善や運動を行って、容易に自身の健康を維持し改善することが可
能となる。
　また、関連機関は、ユーザの健康状態を把握でき、ユーザに対して健康に関するアドバ
イスを行ったりすることが可能となる。
【００４８】
（２）生体情報の収集（ステップＳ１）及び生体情報に基づく健康情報の生成（ステップ
Ｓ２）
　図１８は、本発明の実施の形態における健康情報管理システムによる生体情報の収集及
びその収集した生体情報に基づく健康情報の生成動作の流れを示すシーケンスチャートで
ある。
　以下、本図に沿って、図１７のステップＳ１，Ｓ２の動作について詳細に説明する。
【００４９】
　まず、ユーザがトイレで排泄した際に、生体情報検出装置１０は、便器内のユーザの尿
や便の成分を検出したり、ユーザが座っている便座等からユーザの体温を計測したりして
、ユーザの生体情報を検出する（ステップＳ１０１）。
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　ここで検出した生体情報には、生体情報そのものの他、検出した生体情報検出装置１０
の装置ＩＤ、検出した時期、検出した生体情報の種類等も含まれる。
【００５０】
　次に、生体情報検出装置１０は、ユーザが携帯するユーザ端末３０に対して、近距離通
信等を用いて、当該ユーザのユーザＩＤの取得要求を送信する（ステップＳ１０２）。
　ユーザ端末３０は、ユーザＩＤの取得要求を生体情報検出装置１０から受信すると、情
報格納部３２に格納されている当該ユーザのユーザＩＤを生体情報検出装置１０へ送信す
る（ステップＳ１０３）。
【００５１】
　生体情報検出装置１０は、ユーザＩＤをユーザ端末３０から受信すると、その受信した
ユーザＩＤと、上記検出した生体情報とを対応付ける（ステップＳ１０４）。
　次に、生体情報検出装置１０は、ユーザＩＤを対応付けた生体情報を管理サーバ２０へ
送信する（ステップＳ１０５）。
【００５２】
　管理サーバ２０は、生体情報を生体情報検出装置１０から受信すると、その受信した生
体情報を情報格納部２２に格納する（ステップＳ１０６）。
　管理サーバ２０は、その格納した生体情報に基づいて当該ユーザの健康状態を評価し、
その評価情報を含む健康情報を生成し、情報格納部２２に格納する（ステップＳ１０７）
。
　以上で動作を終了する。
【００５３】
　このように、管理サーバ２０は、各トイレに設置された生体情報検出装置１０から、排
泄時に検出されるユーザの生体情報を収集し、その収集した生体情報に基づいて健康情報
を生成するので、ユーザ自身に過度な負担をかけることなく、ユーザ個人の日常の健康状
態を容易に取得することができる。
　また、生体情報検出装置１０は、ユーザの自宅のトイレのみならず、勤務先、商業施設
又は公共施設等のトイレにも設置されているため、ユーザの日常において、たとえ外出先
等であっても定期的に生体情報を検出することができ、精度の高い健康管理を実行するこ
とができる。
【００５４】
（３）食事情報の収集（ステップＳ３）及び食事情報に基づく健康情報の生成（ステップ
Ｓ４）
　図１９は、本発明の実施の形態における健康情報管理システムによる食事情報の収集及
びその収集した食事情報に基づく健康情報の生成動作の流れを示すシーケンスチャートで
ある。
　以下、本図に沿って、図１７のステップＳ３，Ｓ４の動作について詳細に説明する。
【００５５】
　まず、ユーザが飲食店などで食事をした際に、食事情報入力装置４０は、オーダーや会
計の際に、ユーザが注文又は会計した食事の内容を示す食事情報を入力する（ステップＳ
２０１）。
　ここで入力した食事情報には、食事内容の他、入力した食事情報入力装置４０の装置Ｉ
Ｄ、入力した時期等も含まれる。
【００５６】
　次に、食事情報入力装置４０は、ユーザが携帯するユーザ端末３０に対して、近距離通
信等を用いて、当該ユーザのユーザＩＤの取得要求を送信する（ステップＳ２０２）。
　ユーザ端末３０は、ユーザＩＤの取得要求を食事情報入力装置４０から受信すると、情
報格納部３２に格納されている当該ユーザのユーザＩＤを食事情報入力装置４０へ送信す
る（ステップＳ２０３）。
　具体的には、ユーザは、食事情報入力装置４０の通信部４３に対して、ユーザ端末３０
をかざす等して近づけると、食事情報入力装置４０とユーザ端末３０との間で近距離通信
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等が行われ、上記のように、食事情報入力装置４０がユーザＩＤを取得する。
【００５７】
　食事情報入力装置４０は、ユーザＩＤをユーザ端末３０から受信すると、その受信した
ユーザＩＤと、上記入力した食事情報とを対応付ける（ステップＳ２０４）。
　次に、食事情報入力装置４０は、ユーザＩＤを対応付けた食事情報を管理サーバ２０へ
送信する（ステップＳ２０５）。
【００５８】
　管理サーバ２０は、食事情報を食事情報入力装置４０から受信すると、その受信した食
事情報を情報格納部２２に格納する（ステップＳ２０６）。
　管理サーバ２０は、その格納した食事情報に基づいて当該ユーザの健康状態を評価し、
その評価情報を含む健康情報を生成し、情報格納部２２に格納する（ステップＳ２０７）
。
　以上で動作を終了する。
【００５９】
　このように、管理サーバ２０は、各飲食店等に設置された食事情報入力装置４０から、
ユーザの食事情報を収集し、その収集した食事情報に基づいて健康情報を生成するので、
ユーザ自身に過度な負担をかけることなく、ユーザの日常の健康状態を容易に取得するこ
とができる。
【００６０】
（４）健康情報の提供（ステップＳ５）
　図２０は、本発明の実施の形態における健康情報管理システムによる健康情報の提供動
作の流れを示すシーケンスチャートである。
　以下、本図に沿って、図１７のステップＳ５の動作について詳細に説明する。
【００６１】
　上述のように、管理サーバ２０は、生体情報及び食事情報に基づいて、ユーザの健康状
態を示す健康情報を生成し、格納する。
　ユーザにより情報取得の許可を得ている関連機関は、当該ユーザの健康情報を取得する
ことができる。
　例えば、ユーザは、ユーザ端末３０を用いて、管理サーバ２０にアクセスし、関連機関
のうち、自身の健康情報の取得を許可するものを事前に選択している。
　管理サーバ２０は、その健康情報の取得が許可されている関連機関の関連機関端末５０
から、当該許可したユーザの健康情報について取得要求があった場合だけ、健康情報を提
供する。
【００６２】
　まず、関連機関に属する者（以下、「担当者」という）は、関連機関端末５０を用いて
、健康情報の取得要求を管理サーバ２０へ送信する（ステップＳ３０１）。
　このとき、送信される健康情報の取得要求には当該関連機関を特定する機関ＩＤ、ユー
ザＩＤ及び認証情報が含まれる。
【００６３】
　管理サーバ２０は、当該健康情報の取得要求を関連機関端末５０から受信すると、その
取得要求に含まれる機関ＩＤ、ユーザＩＤ及び認証情報に基づいて、当該関連機関が当該
ユーザの健康情報の取得を許可されているか否かを判断し、許可されている場合には、該
当するユーザの健康情報を情報格納部２２から抽出して送信する（ステップＳ３０２）。
【００６４】
　関連機関端末５０は、健康情報を管理サーバ２０から受信すると、当該受信した健康情
報に示されるユーザの健康状態の維持又は改善を実現するための情報が示されている通知
情報を作成し（ステップＳ３０３）、その作成した通知情報を、上記健康情報の取得要求
に含まれるユーザＩＤに該当するユーザのユーザ端末３０へ送信する（ステップＳ３０４
）。
【００６５】
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　ユーザ端末３０は、通知情報を関連機関端末５０から受信すると、表示部５４上に表示
する（ステップＳ３０５）。
　ユーザは、通知情報を閲覧して、自身の健康状態、ならびに今後の健康維持又は改善に
ついての対処方法を検討する。
【００６６】
　例えば、通知情報は、以下のような内容がある。
　関連機関が病院等の医療機関であった場合には、通知情報は、通院の要否や、ユーザの
住所等に応じておすすめの病院及び専門診療科目等が示される。
　関連機関が製薬会社であった場合には、通知情報は、健康維持や改善におすすめ（必要
な）薬品やサプリメントの紹介や購入方法等が示される。
　関連機関が学校であった場合には、通知情報は、保健室への訪問を呼びかけてカウンセ
リングを推奨したり、健康維持や改善におすすめの学食の食事メニュー等が示される。
　関連機関が勤務先であった場合には、通知情報は、健康診断を受けることを促したり、
健康維持や改善におすすめの社員食堂の食事メニュー等が示される。
　関連機関が厚生労働省、都道府県、市区町村等であった場合には、通知情報は、健康診
断を受けることや、地域のマラソン大会等健康維持や改善のためのイベントへの参加を促
したり、通院の要否等が示される。
　関連機関が保険会社であった場合には、通知情報は、ユーザの健康状態に適した生命保
険の種類等が示される。
【００６７】
（５）複数ユーザの健康情報に基づく異常検知
　以上、本発明の実施の形態における健康情報管理システムが、ユーザ個人の生体情報等
に基づいて生成した健康情報を提供する際の動作に説明した。
　次に、健康情報管理システムによる、複数のユーザの健康情報に基づいて、疾病の集団
発生等を予測又は即時に検知する際の動作について説明する。
　図２１は、本発明の実施の形態における健康情報管理システムによる疾病の集団発生等
の予測又は検知動作の流れを示すシーケンスチャートである。
　以下、本図に沿って、説明を進める。
【００６８】
　管理サーバ２０は、所定の時期に、又は図示しない健康情報管理事業者の端末からの要
求に応じて、現在の複数のユーザの健康情報の内容が、集団疾病基準ＤＢ２２９に定めら
れた基準を満たすか否か判断する（ステップＳ５０１）。
　基準を満たしていない場合には（ステップＳ５０１／Ｎｏ）、動作を終了する。
【００６９】
　一方、基準を満たした事案があると判断した場合（ステップＳ５０１／Ｙｅｓ）、管理
サーバ２０は、該当する事案について集団疾病基準ＤＢ２２９に定められた対応を行う（
ステップＳ５０２）。
　例えば、図１３に示す集団疾病基準ＤＢ２２９では、例えば、管理サーバ２０は、渋谷
区において、「便」の生体情報について「下痢」の項目で「Ｄ」評価が、現在から「１時
間」以内で全体の「６０％以上」であると判断した場合、連絡先に定められた「厚生労働
省」の関連機関端末５０と、「渋谷区」の関連機関端末５０と、渋谷区の企業の関連機関
端末５０宛にメールを送信する等して「食中毒」が発生したことについて「警告」を行う
。
　また、管理サーバ２０は、渋谷区に在住又は勤務しているユーザのユーザ端末３０、ユ
ーザ端末３０の位置測定部３６を用いて現在渋谷区にいるユーザのユーザ端末３０、ある
いは、所定時間以内に渋谷区内の生体情報検出装置１０により生体情報が検出されたり、
渋谷区内の食事情報入力装置４０により食事情報が入力されたりしたユーザのユーザ端末
３０へ同様にメールを送信する等して「食中毒」が発生したことについて「警告」を行う
。
【００７０】
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　このように、管理サーバ２０は、複数ユーザの健康情報の内容が集団疾病基準ＤＢ２２
９に定められた基準を満たすか否かを監視し、その基準を満たしたとき、伝染病等の集団
疾病が発生した、あるいは将来的に発生するだろうと判断し、所定の組織や機関などにそ
の旨を警告したり、注意を喚起したりするので、発生した集団疾病を迅速に収束させたり
、その拡大を未然に防いだりすることが可能となる。
【００７１】
＜実施形態のまとめ＞
　以上説明したように、本実施の形態における健康情報管理システムは、家庭内に限らず
、企業、学校等の家庭外のトイレから得られたデータに基づいてユーザの健康状態を分析
するので、データ取得の機会を増大させ、直近のデータを容易に取得可能となり、より精
度の高い分析に基づく健康情報の提供を実現することが可能となる。
【００７２】
　また、本実施の形態によれば、ユーザ個人の観点からは、一般企業ではない第三者機関
である健康情報管理事業者が管理する管理サーバ２０が、生体情報検出装置１０等から受
信した生体情報及び食事情報を管理し、ユーザが許可した関連機関の関連機関端末５０に
対してのみ健康情報を提供するので、健康情報に対するセキュリティを担保しつつ、予防
医療の充実及び行政単位での健康増進活動への参加を行うことが可能となる。
　また、関連機関の１つである保険会社は、関連機関端末５０を用いて、管理サーバ２０
からユーザの健康情報を取得することにより、ユーザの生命保険について、ユーザの現在
の健康状態に応じた適正な保険料率での契約又は見直しを行うことが可能となる。
【００７３】
　また、本実施の形態によれば、健康情報管理システムは、社会全体の観点からにおいて
、次の公衆衛生と社会保障の２つの点で優れた効果を奏する。
【００７４】
　まず、公衆衛生の点では、健康情報管理システムは、複数のユーザの健康情報を管理し
ているので、複数のユーザの体調不良の増加、拡大などをいち早く把握でき、病気予防の
注意喚起のほか、疫病対策などの監視システムとして機能することが可能となる。
　この機能は、例えば、企業単位、学校単位、行政単位での運用も可能である。
【００７５】
　次に、社会保障の点からは、健康情報管理システムは、ユーザの生体情報を比較的短い
時間間隔で取得できることから、各ユーザの発病リスクをいち早く把握でき、社会保障の
リソースを効率的に運用しやすくなる。すなわち、健康情報管理システムは、発病を未然
に防ぐようユーザに対してアドバイスを送る等することにより、医療費の削減を効果的に
行うことが可能となる。
　例えば、３０～４０代からの肥満は、高齢期の認知症の発症リスクと相関があることが
研究から明らかにされている。
　現在は、現在の発症率と人口動態から将来の認知症患者の数が推計され、推計に基づく
対策と対策予算が考えられている。
　本実施の形態における健康情報管理システムは、上記従来の方法による推計よりも精度
が高い生体情報等に基づいて対策を講じることが可能となる。
　また、上述のように、生体情報等はリアルタイムで集計分析されるため、予防などの対
策が効果をあげているかを迅速に確認でき、従来のデータ（例えば、病院からの入院数デ
ータなど）に基づく対策よりも、より良い方法を確立しやすくなる。
　同じように、糖尿病対策などにも適応することができ、社会参加が可能な健康寿命を延
ばすためのインフラとして機能させることができる。
【００７６】
　また、本実施の形態によれば、健康情報管理システムは、各ユーザ個人の日常的な健康
情報を高い精度で把握できるため、現在一律で定められている社会保障の負担を健康情報
に基づいて算定できるインフラとして機能させることができる。
　つまり、健康情報管理システムを用いることにより、日常的に健康に務めた生活を送っ
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して健康への取組みを喚起することができ、結果として医療費の軽減を実現することが可
能となる。
【００７７】
　また、本実施の形態によれば、健康情報管理システムは、ユーザの現在の健康状態を把
握できるだけでなく、改善の助言によって、健康が改善した変化も把握でき、当該改善の
程度に応じたインセンティブ（社会保障の負担率、保険率の低下等）を各ユーザに与える
ことにより、ユーザ個々の生活スタイルに応じた社会保障への参加を可能にする。
【００７８】
　また、本実施の形態によれば、健康情報管理システムにおいて各ユーザを識別するユー
ザＩＤと、マイナンバーを対応付けることにより、健康情報管理システムは、各ユーザの
健康状態や健康への取組みについてより精度の高い情報を取得することが可能となる。
【００７９】
　上記の生体情報検出装置１０、管理サーバ２０、ユーザ端末３０、食事情報入力装置４
０及び関連機関端末５０は、主にＣＰＵとメモリにロードされたプログラムによって実現
される。ただし、それ以外の任意のハードウェアおよびソフトウェアの組合せによってこ
の装置またはサーバを構成することも可能であり、その設計自由度の高さは当業者には容
易に理解されるところである。
　また、上記の生体情報検出装置１０、管理サーバ２０、ユーザ端末３０、食事情報入力
装置４０又は関連機関端末５０をソフトウェアモジュール群として構成する場合、このプ
ログラムは、光記録媒体、磁気記録媒体、光磁気記録媒体、または半導体等の記録媒体に
記録され、上記の記録媒体からロードされるようにしてもよいし、所定のネットワークを
介して接続されている外部機器からロードされるようにしてもよい。
【００８０】
　なお、上記の実施例は本発明の好適な実施の一例であり、本発明の実施例は、これに限
定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲において種々変形して実施するこ
とが可能となる。
【符号の説明】
【００８１】
　１０　　生体情報検出装置
　１１，２１，３１，４１，５１　　制御部
　１２，２２，３２，４２，５２　　情報格納部
　１３，２３，３３，４３，５３　　通信部
　１４，３４，４４，５４　　表示部
　１５，３５，４５，５５　　操作部
　１６　　生体情報検出部
　２０　　管理サーバ
　３０　　ユーザ端末
　４０　　食事情報入力装置
　５０　　関連機関端末
　２２１　　ユーザＤＢ
　２２２　　装置ＤＢ
　２２３　　生体情報ＤＢ
　２２４　　食事情報ＤＢ
　２２５　　健康情報ＤＢ
　２２６　　生体情報評価基準ＤＢ
　２２７　　食事メニューＤＢ
　２２８　　食事情報評価基準ＤＢ
　２２９　　集団疾病基準ＤＢ
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